
 平成 25 年度 財務書類４表を公表します  
 

 

 

平成１８年８月に公表されました「地方行革新指針」において、人口３万人以上の都市など

は平成２１年、町村などは平成２３年に、一般会計、特別会計及び一部事務組合会計など関

連するすべての会計を連結した貸借対照表、行政コスト計算書、資金収支計算書及び純資産

変動計算書（財務書類４表）の作成、公表に取り組むことを要請されています。 

本町では平成２０年度に平成１９年度普通会計（一般会計に恩賜県有財産保護管理特別

会計及び歌舞伎文化公園管理特別会計を加えたもの）の財務書類４表を、総務省方式改定

モデルに準じ作成し公表しました。 

今回は、平成２５年度分を公表します。 

 
 

＊総務省方式改定モデル・・・既存の財政統計の情報を活用して作成することが可能で、段階的に公

共資産に関する台帳を整備し、公共資産の評価を行うことが認められている作成手法 

 

 

１．１．１．１．    貸借対照表貸借対照表貸借対照表貸借対照表（平成２（平成２（平成２（平成２６６６６年３月３１日現在年３月３１日現在年３月３１日現在年３月３１日現在） 

 
住民サービスを提供するために保有している財産（資産）と、その資産をどのような財源（負債・純資

産）で調達してきたかを示した表です。表内の左側（資産の部の合計）と右側（負債及び純資産の部の

合計）が一致し、左右のバランスがとれていることから、バランスシートとも呼ばれています。 

本町では、これまでに３９０億３７０万円の資産を取得し、その資産を１２０億１，２６１万円の負債と２

６９億１，２６１万円の純資産により調達しました。なお、平成２４年度の貸借対照表と比較した場合、資

産の部の約９割を占める公共資産が、主に減価償却により４億９，７０５万円減額しています。 

 

 

   【【【【    借借借借    方方方方    】】】】                                     【【【【    貸貸貸貸    方方方方    】】】】                                   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【項目の説明】 

資産の部資産の部資産の部資産の部    

 

１．公共資産      ３４９億２，１３５万円 

 

２．投資等         １９億８，５４８万円  

（1）投資及び出資金   ３億  ５９９万円 

（２）貸付金                ０万円 

（３）基金等        １５億７，２２２万円 

（４）長期延滞債権     １億  ７２７万円 

 

３．流動資産       ２０億９，６８７万円 

（1）現金預金       ２０億６，４４４万円 

（２）未収金             ３，２４３万円 

 

 

 

資産の部資産の部資産の部資産の部    合計合計合計合計                ３９０３９０３９０３９０億億億億        ３７３７３７３７００００万円万円万円万円    

負債の部負債の部負債の部負債の部        

 

１．固定負債      １１１億７，７３２万円  

（１）地方債        ９５億４，６５６万円 

（２）長期未払金             ０万円 

（３）退職手当引当金  １６億３，０７０万円 

（４）損失補償等引当金        ６万円 

 

２．流動負債         ９億１，３７７万円 

（1）翌年度償還予定 

  地方債          ８億４，８５２万円 

（２）賞与引当金          ６，５２５万円 

負債の部合計      １２０億９，１０９万円 

 

純資産の部       ２６９億１，２６１万円  

 

負債負債負債負債・・・・純資産の部純資産の部純資産の部純資産の部    合計合計合計合計    

３９０３９０３９０３９０億億億億        ３７０３７０３７０３７０万円万円万円万円        



○公共資産・・・土地、建物など行政サービスを提供するために使用される資産 

○投資及び出資金・・・公社等への出資金 

○貸付金・・・公社等への貸付金 

○基金等・・・退職手当組合積立金や土地開発基金などの使用目的が限定された基金 

○長期延滞債権・・・町税等の収入未済額のうち滞納期間が１年を超えているもの 

○現金預金・・・財政調整基金、減債基金及び現金 

  ○未収金・・・町税等の収入未済額のうち、今年度新たに発生したもの 

  ○地方債・・・これまでの借入金（地方債）のうち、翌々年度以降の元金の返済額 

  ○長期未払金・・・債務保証などで債務が既に確定したもののうち、翌々年度以降の返済額 

  ○退職手当引当金・・・年度末に全職員が退職した場合に必要な退職手当の支給見込額 

  ○翌年度償還予定地方債・・・これまでの借入金（地方債）のうち、翌年度の元金の返済額 

  ○賞与引当金・・・翌年度支払予定の期末勤勉手当（賞与）のうち、支給の対象期間が前年度に該当する

もの（１２月から３月まで４月分） 

  ○純資産・・・保有する財産（資産）にこれまで充ててきた国や県の補助金、町税等の額 

 

 

２．行政コスト計算書（平成２．行政コスト計算書（平成２．行政コスト計算書（平成２．行政コスト計算書（平成２２２２５５５５年４月１日～平成２年４月１日～平成２年４月１日～平成２年４月１日～平成２６６６６年３月３１日）年３月３１日）年３月３１日）年３月３１日） 

 
１年間の行政活動のうち、児童手当などの社会保障給付やごみの収集といった資産形成に結びつ

かない行政サービスに係る経費と、対価として得られた収入を対比した表です。 

本町では、平成２５年度に実施した資産形成に結びつかない行政サービスにかかるコスト（経常行

政コスト）は８３億４，２８４万円、対価として得られた収益（経常収益）は２億２，５０９万円、経常収益で

は賄えないコスト（純経常行政コスト）は８１億１，７７５万円になります。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【項目の説明】 

○人にかかるコスト・・・議員報酬、各種委員報酬、職員給与（人件費）などに要する経費 

○物にかかるコスト・・・消耗品、施設等の維持管理費、公共資産の減価償却費などに要する経費 

○移転支出的なコスト・・・社会保障給付、補助金、他会計への支出金などに要する経費 

  ○その他のコスト・・・これまでの借入金（地方債）の利息などに要する経費  

 

 

３．３．３．３．資金収支計算書（平成資金収支計算書（平成資金収支計算書（平成資金収支計算書（平成２２２２５５５５年４月１日～平成２年４月１日～平成２年４月１日～平成２年４月１日～平成２６６６６年３月３１日）年３月３１日）年３月３１日）年３月３１日）    

 
１年間の歳計現金（資金）の出入りの情報を、性質の異なる３つの区分（経常的収支、公共資産整備

収支、投資・財務的収支）に分けて示した表です。なお、収支によっては△が計上されていますが、赤

字が発生したのではなく、不足とされる財源については、経常的収支の余剰分である町税等の一部で

賄っています。本町では、年間の収支の増減を示す当年度歳計現金増減額が１億９，５７３万円の赤

字、前年度の歳計現金とあわせた期末（当年度）歳計現金残高が５億４，１６９万円の黒字となってい

ます。 

 

経常行政コスト 

１．人にかかるコスト    １３億６，６４９万円 

２．物にかかるコスト   ２８億４，１２８万円 

３．移転支出的なコスト  ４０億１，１８０万円 

４．その他のコスト      １億２，３２７万円 

 

経常行政コスト合計   ８３億４，２８４万円 

経常収益 

使用料・手数料・分担金等  

２億２，５０９万円  

純経常行政コスト 

 【経常行政コスト－経常収益】 

               ８１億１，７７５万円 



 

 

  

 

 

                                      

   【項目の説明】 

○経常的収支・・・人件費、社会保障給付、補助金等に係る資金の出入り 

○公共資産整備収支・・・土地、建物などの公共資産の整備に係る資金の出入り 

○投資・財務的収支・・・基金積立金、他会計繰出金（公債費充当分）、地方債の償還額等に係る資金の

出入り 

 

また、資金収支計算書には、財政の健 

全化の指標とされる基本的財政収支（プラ 

イマリーバランス）が掲載されています。 

プライマリーバランスとは、町の借入金 

である地方債の発行額と、過去に発行し 

た地方債の償還や利払いを除いた「収入 

と支出」のバランスを指しています。 

本町では、プライマリーバランスが、 

３，５９１万円の黒字となっていることか 

ら行政サービスの経費が税収などの収入 

で賄われているため、財政が健全である 

ことがわかります。 

 

 

４．純資産変動計算書（平成４．純資産変動計算書（平成４．純資産変動計算書（平成４．純資産変動計算書（平成２２２２５５５５年４月１日～平成２年４月１日～平成２年４月１日～平成２年４月１日～平成２６６６６年３月３１日）年３月３１日）年３月３１日）年３月３１日）    

 
貸借対照表内の「純資産の部」に計上されている金額が、１年間でどのように変動したかを示した表

です。 
本町では、対価で賄いきれない純経常行政コストは、純資産により賄うため△８１億１，７７５万円、

町税や地方交付税などの一般財源は６４億４，０９０万円、国及び県から受け入れた補助金等受入額

は１０億５，９７６万円、臨時的な事由により生じた臨時損益は、収益が損失を上回り、２３０万円となり

ます。その結果、１年間の変動額は６億１，４７９万円、当年度の純資産額となる期末純資産残高は２

６９億１，２６１万円となり、貸借対象表の「純資産の部」と一致します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【項目の説明】 

○純経常行政コスト・・・対価として得られた収入で賄えない行政コストは、純資産から控除（行政コスト

計算書と同じ項目） 

○補助金等受入額・・・国及び県補助金額から財政調整基金等の財源分を控除した額 

○臨時損益・・・災害復旧費、公共資産売却益、投資損失等の特別な事由で生じた損益 

１．経常的収支       １６億８，９３７万円 期首（前年度）歳計現金残高   ７億３，７４２万円 

２．公共資産整備収支 △ ２億８，９８２万円 期末（当年度）歳計現金残高   ５億４，１６９万円 

３．投資・財務的収支  △１５億９，５２８万円   【当年度歳計現金増減額 

当年度歳計現金増減額△ １億９，５７３万円          ＋期首（前年度）歳計現金残高】 

期首（前年度）純資産残高                         ２７５億２，７４０万円 

１．純経常行政コスト                            △８１億１，７７５万円 

２．一般財源（町税、地方交付税等）                    ６４億４，０９０万円 

３．補助金等受入額                              １０億５，９７６万円 

４．臨時損益                                         ２３０万円 

年間変動額                                    △６億１，４７９万円 

 【１～４ の計上額の合計】                                       

期末（当年度）純資産残高                         ２６９億１，２６１万円 

 【期首（前年度）純資産残高＋年間変動額】 

基本的財政収支（プライマリーバランス）に関する情報 

１．収入総額              ８８億６，４７７万円 

２．地方債発行額         △１０億５，４３１万円 

３．財政調整基金等取崩額   △ １億        円 

４．支出総額            △９０億６，０５０万円 

５．地方債元利償還額        １３億１，１６６万円 

６．財政調整基金等積立額          ２４７万円 

基本的財政収支            ３，５９１万円 

 【１～６ の合計額】 



    

５．町民１人当たりの貸借対照表及び行政コスト計算書５．町民１人当たりの貸借対照表及び行政コスト計算書５．町民１人当たりの貸借対照表及び行政コスト計算書５．町民１人当たりの貸借対照表及び行政コスト計算書    
 

 理解を深めていただくために、町民１人あたりではどのくらいの金額になるのか、貸借対照表及び行

政コスト計算書により説明します。なお、平成２６年３月３１日現在の人口（１７，０６０人）により、町民１

人あたりの金額を算出しています。 

 

（１）貸借（１）貸借（１）貸借（１）貸借対照対照対照対照表表表表    

車や不動産などの資産にあたる公共資産が 

２０４万６，９７２円、株式などの投資にあたる

投資等が１１万６，３８２円、貯金・現金にあた

る流動資産が１２万２，９１２円になります。こ

れらの資産を所有するために、借り入れたお

金にあたる負債が７０万８，７３９円、ご自分の

資金や親などからの支援にあたる純資産が１

５７万７，５２７円になります。双方ともに、合計

２２８万６，２６６円となります。 

 

 

（２）行政コスト計算書（２）行政コスト計算書（２）行政コスト計算書（２）行政コスト計算書    

食料費や光熱水費などにあたる経常行政コ 

ストが４８万９，０２９円、購入した家具をリサ 

イクルなどして得られた収益にあたる経常収

益が１万３，１９４円、差引した結果、賄いきれ

ない分にあたる純経常行政コストが４７万５，

８３５円となり、この分については、ご自分の

資金（純資産）において賄うことになります。 

 

 

６６６６．財務書類４表から見る財政分析．財務書類４表から見る財政分析．財務書類４表から見る財政分析．財務書類４表から見る財政分析    
 

 現在までの本町の行財政運営の結果である財務状況をより深く把握するため、各財務書類を活用

した財政分析を行いました。この財政分析を活用し、健全な行財政運営を図っていきます。 

 

（１）（１）（１）（１）社会資本形成の世代間負担比率社会資本形成の世代間負担比率社会資本形成の世代間負担比率社会資本形成の世代間負担比率    

 公共資産を調達してきた財源構成より、これまでの世代が負担してきた割合（過去及び現世代負担

比率）と、今後の世代が将来負担していく割合（将来世代負担比率）を表す指標です。なお、平均的な

値は、過去及び現世代負担比率が５０～９０％の間、将来世代負担比率が１５～４０％の間とされて

います。本町では、おおむね平均的な値を示しています。 

① 会資本形成の過去及び現世代負担比率  ７７．１％ 【H２４年度 ７７．７％】 

② 会資本形成の将来世代負担比率       ２７．３％ 【Ｈ２４年度 ２７．３％】 

 

 

 

＊いずれも貸借対照表の表内の数値を使用します。 

 

 

（２）歳入額対資産比率（２）歳入額対資産比率（２）歳入額対資産比率（２）歳入額対資産比率    

  歳入総額に対する資産の比率を算定することにより、形成されたストックである資産は何年分の歳

借借借借    方方方方    

（資産の部）（資産の部）（資産の部）（資産の部）    

貸貸貸貸    方方方方    

（負債・正味資産の部）（負債・正味資産の部）（負債・正味資産の部）（負債・正味資産の部）    

公共資産公共資産公共資産公共資産        ８９８９８９８９．．．．５５５５％％％％    

２０４２０４２０４２０４万万万万６，９７２６，９７２６，９７２６，９７２円円円円    
負債負債負債負債                        ３３３３１１１１．．．．００００％％％％    

                ７０７０７０７０万万万万８，７３９８，７３９８，７３９８，７３９円円円円    
投投投投資等資等資等資等                ５５５５．．．．１１１１％％％％    

１１１１１１１１万万万万６，３８２６，３８２６，３８２６，３８２円円円円    
純資産純資産純資産純資産                    ６６６６９．９．９．９．００００％％％％    

            １５１５１５１５７７７７万万万万７，５２７７，５２７７，５２７７，５２７円円円円    流動資産流動資産流動資産流動資産        ５５５５．．．．４４４４％％％％    

１１１１２２２２万万万万２，９１２２，９１２２，９１２２，９１２円円円円        

合合合合    計計計計            ２２２２２２２２８８８８万万万万６，２６６６，２６６６，２６６６，２６６円円円円    

    

経常行政コスト経常行政コスト経常行政コスト経常行政コスト    

    

４８４８４８４８万万万万９，０２９９，０２９９，０２９９，０２９円円円円    

経常収益経常収益経常収益経常収益                ２２２２．．．．７７７７％％％％    

１万１万１万１万３３３３，１９４，１９４，１９４，１９４円円円円    

純経常行政コスト純経常行政コスト純経常行政コスト純経常行政コスト    

９９９９７．７．７．７．３３３３％％％％    

                    ４７４７４７４７万万万万５，８５，８５，８５，８３５３５３５３５円円円円    

・社会資本形成の過去及び現世代負担比率（％） ＝ 純資産合計÷公共資産合計×１００ 

・社会資本形成の将来世代負担比率（％） ＝ 地方債残高÷公共資産合計×１００ 



入が充当されたかを表す指標です。なお、歳入額対資産比率の平均的な値は３．０～７．０とされてい

ます。本町では、おおむね平均的な値を示しています。 

   歳入額対資産比率  ４．１ 【H２４年度 ４．３】 

 

 

  ＊「歳入総額」は、資金収支計算書の各部の収入合計の総額に期首歳計現金残高を加味して算出

しています。 

（３）有形（３）有形（３）有形（３）有形固定資産の行政目的別割合固定資産の行政目的別割合固定資産の行政目的別割合固定資産の行政目的別割合    

  公共資産のうち、不動産、動産及びそれらの従物（有形固定資産）の行政目的別割合をみることに

より、行政分野ごとの公共資産形成の比重を把握することができます。なお、本町では道路や町営住

宅などの生活インフラ・国土保全、学校施設などの教育、役場庁舎などの総務が高い割合となってお

り、その３項目を中心に、公共資産の整備を進めてきたことが把握できます。 

 

（４）資産老朽化比率（４）資産老朽化比率（４）資産老朽化比率（４）資産老朽化比率    

  有形固定資産のうち、土地以外の償却資産の取得価格に対する減価償却累計額の割合を計算す

ることにより、耐用年数に比較して償却資産の取得からどの程度経過しているのかを、全体として把

握することができます。なお、全体の施設老朽化比率の平均的な値は、３５％～５０％とされています。

本町では、平均的な値を若干越えていることを示しています。 

   資産老朽化比率  ５４．５％ 【Ｈ２４年度 ５２．９％】 

 

 

 

  ＊貸借対照表の表内及び注記の数値を使用します。 

 

（５）受益者負担比率（５）受益者負担比率（５）受益者負担比率（５）受益者負担比率    

  行政コスト計算書における経常収益は、受益者負担の金額であるため、経常収益の行政コストに

対する割合を算定することで、受益者負担比率を算定することができます。なお、受益者負担比率の

平均的な値は、２％～８％とされています。本町では、おおむね平均的な値を示しています。 

   受益者負担比率  ２．７％ 【Ｈ２４年度 ３．０％】 

 

 

＊行政コスト計算書の表内の数値を使用します。 

 

（６）地方債の償還可能年数（６）地方債の償還可能年数（６）地方債の償還可能年数（６）地方債の償還可能年数    

  町の借金（地方債）を、経常的に確保できる資金で返済した場合に、何年で返済できるかを表す指

行 政 目 的 
平成２５年度 平成２４年度 

金   額 構 成 比 金   額 構 成 比 

① 生活インフラ 

・国土保全 
１５４億７，７４１万円 ４４．３％ １５４億４，５８６万円 ４３．６％ 

② 教育 ８４億５，７５９万円 ２４．３％ ８４億４，８０３万円 ２３．８％ 

③ 福祉 １４億２，７９５万円 ４．１％ １５億  ７７６万円 ４．３％ 

④ 環境衛生 ２億２，５３１万円 ０．６％ ２億４，０４４万円 ０．７％ 

⑤ 産業振興 ３２億８，１８０万円  ９．４％ ３４億９，８６８万円 ９．９％ 

⑥ 消防 ５億２，６４３万円 １．５％ ５億８，４７６万円 １．７％ 

⑦ 総務 ５５億２，４８６万円 １５．８％ ５６億９，２８７万円 １６．０％ 

有形固定資産 

合  計 
３４９億２，１３５万円 １００．０％ ３５４億１，８４０万円 １００．０％ 

・歳入額対資産比率 ＝ 資産合計÷歳入総額 

・資産老朽化比率（％）  ＝ 減価償却累計額÷（有形固定資産合計－土地＋減価償却 

累計額）×１００ 

× １００ 

・受益者負担比率（％）  ＝ 経常収益÷経常行政コスト×１００ 



標で、債務返済能力を測る指標です。なお、地方債の償還可能年数の平均的な値は、３年～９年の

間の年数とされています。本町では、おおむね平均的な値を示しています。 

   地方債の償還可能年数  ７．３年 【Ｈ２４年度 ７．１年度】 

 

 

 

   ＊「地方債残高」は「社会資本形成の世代間負担比率」で使用した金額、「経常的収支額」は資金

収支計算書の数値を使用します。 

・地方債の償還可能年数（年）  ＝ 地方債残高÷経常的収支額（地方債発行額及び基金 

取り崩し額を除く） 



（単位：千円）

[資産の部] [負債の部]

１　公共資産 １　固定負債

(1) 有形固定資産 (1) 地方債 9,546,559

①生活インフラ・国土保全 15,477,407 (2) 長期未払金

②教育 8,457,592 ①物件の購入等

③福祉 1,427,953 ②債務保証又は損失補償

④環境衛生 225,305 ③その他

⑤産業振興 3,281,803 長期未払金計 0

⑥消防 526,426 (3) 退職手当引当金 1,630,698

⑦総務 5,524,862 (4) 損失補償等引当金 65

有形固定資産計 34,921,348 固定負債合計 11,177,322

(2) 売却可能資産 0

公共資産合計 34,921,348 ２　流動負債

(1) 翌年度償還予定地方債 848,522

２　投資等 (2) 短期借入金（翌年度繰上充用金） 0

(1) 投資及び出資金 (3) 未払金 0

①投資及び出資金 305,991 (4) 翌年度支払予定退職手当 0

②投資損失引当金 0 (5) 賞与引当金 65,246

投資及び出資金計 305,991 流動負債合計 913,768

(2) 貸付金 0

(3) 基金等 負　　債　　合　　計 12,091,090

①退職手当目的基金 0

②その他特定目的基金 1,265,108

③土地開発基金 268,961 [純資産の部]

④その他定額運用基金 38,148 １　公共資産等整備国県補助金等 4,952,462

⑤退職手当組合積立金 0

基金等計 1,572,217 ２　公共資産等整備一般財源等 26,042,679

(4) 長期延滞債権 107,276

(5) 回収不能見込額 0 ３　その他一般財源等 △ 4,082,529

投資等合計 1,985,484

４　資産評価差額 0

３　流動資産

(1) 現金預金 純　 資　 産　 合　 計 26,912,612

①財政調整基金 1,183,104

②減債基金 339,647

③歳計現金 541,688

現金預金計 2,064,439

(2) 未収金

①地方税 28,484

②その他 3,947

③回収不能見込額 0

未収金計 32,431

流動資産合計 2,096,870

資　　産　　合　　計 39,003,702 負 債 ・ 純 資 産 合 計 39,003,702

※１　他団体及び民間への支出金により形成された資産 ①生活インフラ・国土保全 千円

②教育 千円

③福祉 千円

④環境衛生 千円

⑤産業振興 千円

⑥消防 千円

⑦総務 千円

計 千円

　上の支出金に充当された財源 ①国県補助金等 千円

②地方債 千円

③一般財源等 千円

計 千円

※２　債務負担行為に関する情報 ①物件の購入等 千円

②債務保証又は損失補償 千円

（うち共同発行地方債に係るもの 千円）

③その他 千円

※３　地方債残高（翌年度償還予定額を含む）のうち8,278,615千円については、償還時に地方交付税の算定の基礎に含まれることが見込まれているものです。

※４　普通会計の将来負担に関する情報

　普通会計の将来負担額 22,304,983 千円

　[内訳]　普通会計地方債残高 10,395,081 千円 10,395,081 千円

　　　　　債務負担行為支出予定額 144,775 千円 0 千円 千円

　　　　　公営事業地方債負担見込額 10,016,056 千円 千円

　　　　　一部事務組合等地方債負担見込額 118,308 千円 千円

　　　　　退職手当負担見込額 1,630,698 千円 1,630,698 千円

　　　　　第三セクター等債務負担見込額 65 千円 65 千円 千円

　　　　　連結実質赤字額 0 千円

　　　　　一部事務組合等実質赤字負担額 0 千円

　基金等将来負担軽減資産 17,800,648 千円

　[内訳]　地方債償還額等充当基金残高 2,266,907 千円

　　　　　地方債償還額等充当歳入見込額 2,097,298 千円

　　　　　地方債償還額等充当交付税見込額 13,436,443 千円

　(差引)普通会計が将来負担すべき実質的な負債 4,504,335 千円

※５　有形固定資産のうち、土地は7,069,401千円です。また、有形固定資産の減価償却累計額は33,410,137千円です。

貸借対照表
(平成26年3月31日現在)

144,775

10,016,056

0

235,381

422,541

1,246,664

1,742,273

0

118,308

0

貸　　　　　　　　　　方借　　　　　　　　　　方

11,549

20,960

83,035

1,270,741

0

0

4,470

116,137

1,742,273

73,068

0

0

0

項目
負債計上

【（翌年度償還予定）地
方債・（長期）未払金・引

当金】

注記

【契約債務・
偶発債務】

[内訳]

金額



行政コスト計算書
自　平成25年4月  1日

至　平成26年3月31日

　【経常行政コスト】 （単位：千円）

総　　額 （構成比率）
生活インフラ・

国土保全
教　育 福　祉 環 境 衛 生 産 業 振 興 消　防 総　務 議　会 支 払 利 息

回収不能
見込計上額

その他

（１）人件費 1,079,889 12.9% 60,980 144,578 175,040 105,158 92,692 23,769 410,663 67,009 0

（２）退職手当引当金繰入等 221,353 2.7% 13,174 29,976 42,684 25,384 18,505 4,501 83,691 3,437 0

１ （３）賞与引当金繰入額 65,246 0.8% 3,340 8,911 10,762 6,436 4,873 1,453 25,342 4,128 0

小　　計 1,366,488 16.4% 77,493 183,465 228,486 136,979 116,071 29,723 519,697 74,574 0

（１）物件費 1,296,909 15.5% 100,765 458,758 258,183 127,726 109,407 18,356 219,868 3,846 0

（２）維持補修費 83,316 1.0% 25,101 25,889 5,356 1,244 8,886 3,363 13,477 0

（３）減価償却費 1,461,059 17.5% 419,226 267,102 88,131 19,388 326,072 87,083 254,057

小　　計 2,841,284 34.1% 545,092 751,749 351,670 148,358 444,365 108,802 487,402 3,846 0

（１）社会保障給付 895,436 10.7% 25,024 867,162 3,250

（２）補助金等 971,946 11.7% 9,339 46,475 149,159 258,897 57,181 289,210 159,730 1,955 0

３ （３）他会計等への支出額 2,114,417 25.3% 432,153 0 769,046 854,482 58,736 0 0 0

（４）他団体への
　　　公共資産整備補助金等

30,000 0.4% 1,450 0 0 0 26,450 2,100 0 0

小　　計 4,011,799 48.1% 442,942 71,499 1,785,367 1,116,629 142,367 291,310 159,730 1,955 0

（１）支払利息 119,537 1.4% 119,537

（２）回収不能見込計上額 3,734 0.0% 3,734

（３）その他行政コスト 0 0.0% 0 0

小　　計 123,271 1.5% 0 0 0 0 0 0 0 0 119,537 3,734 0

8,342,842 1,065,527 1,006,713 2,365,523 1,401,966 702,803 429,835 1,166,829 80,375 119,537 3,734 0

（　構　成　比　率　） 12.8% 12.1% 28.4% 16.8% 8.4% 5.2% 14.0% 1.0% 1.4% 0.0% 0.0%

　【経常収益】
一般財源
振替額

１ 使 用 料 ・ 手 数 料 ｂ 158,446 1,944 2,051 68,050 615 1,702 0 14,567 0 22,720 0 46,797

２ 分担金・負担金・寄附金 ｃ 66,647 0 813 65,065 0 440 0 0 0 0 0 329

225,093 1,944 2,864 133,115 615 2,142 0 14,567 0 22,720 0 47,126

ｄ／ａ 2.70% 0.2% 0.3% 5.6% 0.0% 0.3% 0.0% 1.2% 0.0% 19.0% 0.0%

8,117,749 1,063,583 1,003,849 2,232,408 1,401,351 700,661 429,835 1,152,262 80,375 96,817 3,734 0 △ 47,126（差引）純経常行政コスト ａ－ｄ

２

４

経 常 行 政 コ ス ト ａ

経 常 収 益 合 計
（ ｂ ＋ ｃ ） ｄ



（単位：千円）

人件費

物件費

社会保障給付

補助金等

支払利息

他会計等への事務費等充当財源繰出支出

その他支出

支 出 合 計

地方税

地方交付税

国県補助金等

使用料・手数料

分担金・負担金・寄附金

諸収入

地方債発行額

基金取崩額

その他収入

収 入 合 計

経 常 的 収 支 額

公共資産整備支出

公共資産整備補助金等支出

他会計等への建設費充当財源繰出支出

支 出 合 計

国県補助金等

地方債発行額

基金取崩額

その他収入

収 入 合 計

公 共 資 産 整 備 収 支 額

投資及び出資金

貸付金

基金積立額

定額運用基金への繰出支出

他会計等への公債費充当財源繰出支出

地方債償還額

長期未払金支払支出

支 出 合 計

国県補助金等

貸付金回収額

基金取崩額

地方債発行額

公共資産等売却収入

その他収入

収 入 合 計

投 資 ・ 財 務 的 収 支 額

翌年度繰上充用金増減額

当年度歳計現金増減額

期首歳計現金残高

期末歳計現金残高

※1 一時借入金に関する情報
① 資金収支計算書には一時借入金の増減は含まれていません。
② 平成25年度における一時借入金の借入限度額は500,000千円です。
③ 支払利息のうち、一時借入金利子は0千円です。
※2 基礎的財政収支（プライマリーバランス）に関する情報

　収入総額 千円
　地方債発行額 △
　財政調整基金等取崩額 △
　支出総額 △
　地方債元利償還額
　財政調整基金等積立額
　　基礎的財政収支 千円

資金収支計算書
自　平成25年4月  1日

至　平成26年3月31日

１ 経 常 的 収 支 の 部

119,537

1,610,157

83,316

6,235,282

1,257,981

1,296,909

895,436

971,946

64,754

230,455

384,194

2,000

1,757,983

4,154,977

859,294

104,156

943,564

39,994

1,013,558

187,584

30,000

366,842

7,924,655

1,689,373

２ 公 共 資 産 整 備 収 支 の 部

△ 289,817

３ 投 資 ・ 財 務 的 収 支 の 部

0

0

527,620

0

8,537

723,741

12,887

0

100,000

142,500

154,117

464,266

0

1,811,659

1,155

1,192,121

△ 195,727

737,415

541,688

2,286

△ 41,297

216,376

△ 1,595,283

0

1,311,658
2,473

△ 35,910

8,864,772
1,054,314

100,000
9,060,499



（単位：千円）

純資産合計
公共資産等整備
国県補助金等

公共資産等整備
一般財源等

その他
一般財源等

資産評価差額

期首純資産残高 27,527,404 5,028,377 26,411,324 △ 3,912,297 0

純経常行政コスト △ 8,117,749 △ 8,117,749

一般財源

地方税 1,757,615 1,757,615

地方交付税 4,154,977 4,154,977

その他行政コスト充当財源 528,306 528,306

補助金等受入 1,059,765 187,584 872,181

臨時損益

災害復旧事業費 0 0

公共資産除売却損益 2,286 2,286

投資損失 0 0

損失補償等引当金繰入等 8 8

科目振替

公共資産整備への財源投入 272,609 △ 272,609

公共資産処分による財源増 0 0 0 0

貸付金・出資金等への財源投入 9,295 △ 9,295

貸付金・出資金等の回収等による財源増 0 △ 7,334 7,334

減価償却による財源増 △ 263,499 △ 1,197,560 1,461,059

地方債償還等に伴う財源振替 554,345 △ 554,345

資産評価替えによる変動額 0 0

無償受贈資産受入 0 0

その他 0 0

期末純資産残高 26,912,612 4,952,462 26,042,679 △ 4,082,529 0

純資産変動計算書
自　平成25年4月  1日

至　平成26年3月31日




